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パス・トラベル株式会社の株式取得（子会社化）について 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおりパス・トラベル株式会社（本店所在地：東京都渋谷区、    

代表取締役：中村晋一、以下「パス・トラベル」という）の発行済株式の100％を取得し、連結子会社化することを

決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

1. 株式取得の理由 

パス・トラベルは、平成15年９月の会社設立以来、京都営業所を中心に、主に関西方面の大学・企業・個人を顧

客として、学術およびビジネス出張、観光などに関する国内外の旅行プランの企画・手配の事業サービスを提供し

ております。今後は、当社グループの取引先・関連先企業等との関係も活用し、パス・トラベル株式会社東京営業

所の業容をさらに拡大してゆくことができると考えております。具体的には、当社グループで実施し４年目を迎え

るイングリッシュキャンプなどの各種英語イベントに全国の小中高生が参加できる旅行宿泊プラン、グループ内外

の幅広い学習塾が実施する勉強合宿プラン、この他、学校法人の各種旅行ニーズなどに応える企画・手配などに取

り組むことが考えられます。 

また、パス・トラベルは、平成28年９月より第１種旅行業登録を済ませており、独自性のある企画旅行の提案が

できる体制も整えております。学校法人、企業だけでなく、個人も対象に、フレキシブルでワンストップのサービ

ス提供ができる従来の特長を活かしながら、インド、香港、北京と徐々に拡大する当社グループの海外事業、国内

で運営する日本語学校事業などとの相乗効果も見込むことができると考えております。 

 

2. 対象会社の概要 

(１)名 称 パス・トラベル株式会社 

(２)所 在 地 東京都渋谷区神宮前六丁目17番11号 

(３)代表者の役職・氏名  代表取締役社長 中村 晋一 

(４)事 業 内 容  旅行事業 

(５)資 本 金 37百万円 

(６)設 立 年 月 日 平成15年９月26日 

(７)大株主及び持株比率  パス株式会社100％ 

(８)上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 



(９)当該会社の最近２年間の財政状態及び経営成績 

決 算 期 平成28年３月期 平成29年３月期 

純 資 産 15,485千円 49,192千円 

総 資 産 54,961千円 69,909千円 

１株当たり純資産 2,212円28銭 4,472円08銭 

売 上 高 341,081千円 309,996千円 

営業利益（損失△） 2,140千円 △5,574千円 

経常利益（損失△） 2,157千円 △5,745千円 

当期純利益（損失△） △1,112千円 △6,293千円 

１株当たり当期純利益（損失△） △158円91銭 △572円10銭 

 

3. 株式取得の相手先の概要 

(１)名 称 パス株式会社 

(２)所 在 地 東京都渋谷区神宮前六丁目17番11号 

(３)代表者の役職・氏名  代表取締役ＣＥＯ   中原 信一郎 

(４)事 業 内 容  通信販売事業、旅行事業、コンサルティング事業 

(５)資 本 金 1,804百万円 

(６)設 立 年 月 日 平成２年５月２日 

(７)純 資 産 516百万円 

(８)総 資 産 555百万円 

(９)大株主及び持株比率  Ｏａｋキャピタル株式会社42.55％ 他 

(10)上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

4. 取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

(１)異動前の所有株式数  ０株 

(２)取 得 株 式 数 11,000株 

(３)取 得 価 額  パス・トラベル株式会社の普通株式 60百万円 

(４)異動後の所有株式数  11,000株 

 

5.日程 

(１)取 締 役 会 決 議 日  平成30年３月16日 

(２)株式譲渡契約締結日  平成30年３月16日（予定） 

(３)株 式 譲 渡 実 行 日  平成30年３月29日（予定） 

 



6. 今後の見通し 

  当社の連結業績に与える影響は現時点においては軽微と考えておりますが、業績予想の修正など、開示すべき

事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


